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第 1 章 はじめに 
コトラー他は「技術の融合は最終的にはデジタル・マーケティングと伝統的マーケ
ティングの融合につながる」と Marketing4.0 で主張している (Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)。デジタル化によって消費者の購買行動がどのように変化し，また企業
側のブランディングがどのように変化するのかは，今日のマーケティングにおける重
要な関心事の 1 つである。 
	 1990 年代，Schmitt(1999)は，ポジティブな顧客経験を想像することはビジネスにお
ける主要なテーマであると指摘し，顧客経験の重要性を初めて説いたことで知られて
いる(Lemon and Verhoef , 2016)。顧客経験は，多面的な構造を持ち，購買プロセス全
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体を通して発生する，企業の提供物に対する顧客の認知的，感情的，行動的，感覚的，
社会的な反応と定義される(Lemon and Verhoef, 2016)。さらにデジタル化の進む現在
では，顧客経験は時間軸においても極めて複雑化したプロセスと考えられている。 
	 近年，AI の発達によって，さまざまな職業が自動化されて AI に奪われてしまうの
ではないかと危惧する議論がある。購買体験においても，人々は店舗に出向かず，













提供すべきかを論じる必要性は高い(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。 
	 ハイテクの世界では，人々はハイタッチ1を強く求めるようになり，自分だけのため
に作られたものを欲しがるようになる(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。デジタル
化や自動化が進み，ビッグデータ分析によって製品もサービスはよりパーソナルにな
る(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。消費者のブランド選択においても，ブランド
に関するとりとめのないネット上や直接の会話の方が，的を絞った広告キャンペーン




                                                   
1 「人間的な触れ合い」の意(Kotler Kartajaya, and Setiawan, 2016)。
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そしてこれらの最適な組合せによる O2O(online to/from offline)が求められている。 
	 マーケティング・コミュニケーションの視点からは，顧客はもはや受動的なターゲ
ットではなく，能動的なコミュニケーション・メディアになりつつある (Kotler, 



































	 平成 29 年 3 月時点で，建設業許可申請を行った「とび・土工工事業」事業者は 163,849
業者(全体の 35.2%)，「建築工事業」が 154,808 業者(全体の 33.3%)，土木工事業が 130,932
業者(全体の 28.1%)である。これらの中に解体工事を行う解体業者が含まれる。また新
たに設置された「解体工事業」は 13,798 業者(全体の 3.0%)である。この切り離された





った建物を解体し滅失登記を行った件数を表したのが図表 1 となる。 
建築物除去件数のピークは 1996 年で 30 万件を超えていたが，その後減少し続け，
2008 年約 10 万件で下げ止まり，その後，横ばい傾向となっている。2000 年度以降，






図表 1 建築物の除去件数 
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	 	      (出所)国交省 HP より筆者作成。 
 
	 続いて，同じく国土交通省のデータに基づく図表 2 から，はつり・解体工事業の工
事高推移を確認したい。1999 年から 2014 年度は約 3,000 億円規模で推移しており，
2014 年度の工事高は 4,339 億円あった。2003 年度，2008 年度の伸びは，はつりにおけ
る大型の公共事業があったためと考えられる。また 2012 年度の伸びは東日本大震災の
影響が考えられる。	  























               (出所)国交省 HP より筆者作成。 
 
	 建設業において人材の確保は急務となっている。図表 3 は過去 5 年間の有効求人倍
率の推移であり，これを見ても人不足の状況がよくわかる。特に，建設躯体工事の職




	 1996 年から 2015 年の 20 年間の建設業の元請完成工事高と下請完成工事高の推移を
示したものが図表 4 である。1996 年には元請完成工事高 86.2 兆円，下請完成工事高
56.7 兆円であったが，2009 年には元請完成工事高 45.5 兆円，下請完成工事高 28.3 兆
円まで減少した。工事だかの減少傾向は 2009 年を底に，上昇傾向となり，2015 年では
元請完成工事高 56.4 兆円，下請完成工事高 31.8 兆円で推移している。 
 













	 	    (出所)厚生労働省 HP 参考に筆者作成。 
 




	 一方，図表 5 の元請完成工事高と下請完成工事高の推移を構成比で見てみると，こ
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図表 5 元請・下請完成工事高構成比の推移 
 
	     	 (出所)国土交通省「建設工事施工統計」参考に筆者作成。 
 












                                                   
























































図表 6 労働生産性の推移 
 








第 3 章 日本人の住宅観と空き家の社会問題化 
第一節 日本における空き家の増加  
次に，社会問題化している現在の空き家の状況を見ていく。日本は既に人口が減少
に転じているが，住宅は建てられ続けている。その結果，平成 25(2013)年には 6,063 万
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図表 7 総住宅数と空き家数，空き家率の推移 
 
































































	 平成 26 年に実施された国土交通省の空き家実態調査では，消費者が空き家にしてし
まう理由の上位は「とりあえずそのままにしたい」「暫定的なスペースとしてとりあえ
ず残してしまう」となっている。物質主義社会に生きる現代の消費者は，製品の処分
に 関 し て ， ま だ 古 い も の が 使 え る の に 新 し い 製 品 を 入 手 す る こ と が 多 い 
(Solomon2011)。ただし，住宅は例外である。家には家族や集団が投影されるため，空
                                                   





































申立件数はここ 20 年間で 3 倍に膨れ上がっているという。 
	 空き家の解体・除去にかかる費用は，所有者に請求することになるが，相続人全員
が相続放棄すれば，自治体が負担するしかない。今後，空き家の解体・除去への税金投







 本節では，国土交通省の『平成 26 年度空き家実態調査』5の内容について考察す
る。調査対象となった空き家の概要は，取り壊し予定 5％，建築時期は昭和 55 年以
前が 67％，腐朽・破損が 46％，所有者年齢は 60 歳以上が 73％，自宅からの距離は車・
電車で 1 時間以内が 67％，取得した経緯は相続が 52％である。 
この 2 次データを利用し，以下では次の 8 点について分析を行う。すなわち，(1)利
用状況，(2)建築時期，(3)腐朽・破損状況，(4)所有者年齢，(5)自宅からの距離，(6)取得
経緯，(7)今後の利用意向，(8)空き家にしておく理由の 8 点である。 
第 1 に利用状況については，所有者が何らかの形で利用しているとの回答が 41％，
物置にしているが 17％で，取り壊し予定は 5％に過ぎない(図表 8)。第 2 に，建築時期
は昭和 25 年から昭和 55 年までが 67％である。築年数が 40 年近く経過した建物が 7 割
を占め，地震等の倒壊リスクを考えると，すぐに取り壊さなければならない可能性が
高い(図表 9)。第 3 に，既に腐朽・破損が生じている空き家が 46％に達している(図表
10)。以上のデータから，空き家は物置など何らかの形で利用し，取り壊す予定はない
ものの，屋根や柱，外回り，室内などに腐朽・破損が生じている現状がうかがえる。 
                                                   
4 裁判所「司法統計年報」参照。 
5 空き家実態調査は，昭和 38 年から 5 年毎に実施されている国土交通省の実態調査である。平成 26 年




第 4 に，空き家所有者の年齢は 60 歳以上で 70％を占める(図表 11)。49 歳以下の所
有者は 7.8％に過ぎず，空き家の所有者は高齢者が中心である。第 5 の自宅からの距離
はほとんどないが 21％，徒歩圏内 17％，車・電車などで 1 時間以内が 29％で，空き家
の多くは所有者の自宅から近い(図表 12)。前節で指摘したとおり，空き家というと地
方の集落が連想されやすいが，実際は近隣の親の実家を相続することも多いのである。 
	 第 6 に，自宅を取得した経緯は相続が 52％を占める(図表 13)。所有者自身が以前に
住んでいた住宅を賃貸に出し，築年数が古くなって賃借人の募集が難しくなり，その
まま放置されているケースもある。第 7 に今後の利用意向については，所有者やその













ングのあり方を考察する。次章では CEM の先行研究を紹介し，第 5 章においては，解
体業者である自社の事例を基に，CEM の仕組みの構築を考えていきたい。 
 
図表 8 空き家の利用状況 
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 (注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 9 人が住んでいない戸建ての建築時期 
 
	 (注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 





























  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 11 所有者の年齢 
 
(注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
























  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 13 住宅を取得した経緯 
 
(注) n=2,140。 
  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 





























  (出所)国土交通省『平成 26 年度空き家実態調査』を参考に筆者作成。 
 
図表 15 空き家にしておく理由 
 
	 	 (注) 複数回答(n=461)  















































      (注)複数回答の平均値。(n=461) 
	  (出所)筆者作成。 
 
 
第 4 章 CRM と CEM の先行研究 












マネジメント(Customer Relationship Management,	 以下 CRM)と，近年コンテンツ・
マーケティングやマーケティング・オートメーションのエンゲージメントの概念に関
連する CEM の先行研究を紹介し，CRM と CEM の違いに関する理解を深めたい。 
 





プ・マーケティングと CRM は，しばしば同じ意味で使用されている(Payne & Frow, 
2005)。 










ある(Payne & Frow, 2005)。 
	 さらに，CRM は企業組織の機能的な統合を図ることを求められている。CRM は，
データと情報を使用して顧客を理解し，価値を共に創造する機会を提供し，情報，技
術，およびアプリケーションを通じて可能になるプロセス，人材，業務，マーケティ
ング機能の機能的な統合が必要(Payne & Frow, 2005)とされる。 











                                                   
6 https://www.salesforce.com/jp/products/ 2017/11 アクセス。 
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がある。これらの要素がどのように顧客の生涯価値を高めることに貢献するかは，価
値創造である(Payne & Frow, 2005)とされ，顧客の生涯価値を高めるためには価値創造
が必要になるとされる。 
	 ここまで，CRM の定義について先行研究を追ってきたが，CRM とは，単なる IT ソ
リューションではなく，企業の戦略的な位置付けであり，事業部横断的なマルチチャ
ネル統合型システムである。CRM の定義では，Payne and Frow(2005)は顧客との適切
な関係を形成することを要求し，長期的かつ強固な関係はもはや最終的な目的ではな
いことを意味する。また，長期的な関係が必ずしもより収益性が高いとは限らず，顧
客間で収益とコストの異質性が強い(Reinartz & Kumar 2000)。このテーマに沿って，
企業が顧客獲得顧客保持率を最適化する方法や，抽出された CLV を最適化するような
開発戦略を検討した結果，株主価値の創造につながる可能性がある (Kumar & Shah 
2009)。 
 











ントの概念や構成要素が各論文で発表されてきた(Vivek, Beatty, and Morgan 2012)。 
 このような流れを汲んだ上で，カスタマー・エンゲージメントとは購買を超えるも







素で構成されている(Vivek, Beatty, and Morgan 2012)。 





















































	 エンゲージメントという概念を考える上では，顧客経験(Customer Experience, 以
下，CX)やカスタマージャーニーが大事になる。 




















(Lemon & Verhoef, 2016)。そのため，本稿ではAIDAモデルの進化系とされるNewAIDA
モデルによる考察を行う。 
 























Marketing Management に 発 表 さ れ た Jarvinen and Heini(2016) の ”Harnessing 
marketing automation for B2B content marketing”は，B2B で高関与かつ購買検討期間












(Jarvinen and Heini, 2016)。 
 
第二項 マーケティング・オートメーションの仕組み 





















(Jarvinen & Heini, 2016)。 
図表 17 セールスファネルのフレームワーク 
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(出所) Jarvinen & Heini, 2016。 
	  
図表 17 のセールスファネルでは，見込客の疑いのある人 (suspects)，見込客
(prospects)，リード顧客(leads)，契約者(deals)に分類されて，suspects から prospects
へは，ファネルに落とし込んでいき，セールスから連絡の取れる顧客は leads，契約で
きるリード顧客のことを deals とされる。この suspects から prospects への過程で，
過度に suspects のプールを拡大することは，prospects を審査し，選択する作業の複雑
さを考えると逆効果に働く可能性がある。従って，量よりも質に焦点を当てることに
よって，効果的に恩恵を得ることができる(Jarvinen & Taiminen, 2016)。 
コンテンツ・マーケティングは，インターネットは購買プロセスの初期段階で情報
源としてよく利用されるため(Wiersema 2013)，suspects の質を向上させることで効果




特に有効的なのは明らかである。suspects が prospects になると，セールス担当者は全
面的に，トップランクの見込み客に連絡することによってのみ販売効率を高める必要




































	 図表 18 マーケティングとセールスファネルのフレームワーク 
 
(出所)Jarvinen & Taiminen(2016)。 
 
 
第 5 章 デジタル・マーケティングの顧客創造型ビジネスモデル 
第一節 中小企業にとってのコンテンツの有用性 
	 BtoB の大企業で，かつ高関与な産業財を扱う企業にマーケティング・オートメーシ
ョンとコンテンツ・マーケティングの有用性を Jarvinen & Heini(2016)は主張している。
この論文では，BtoB の顧客の購買決定に対してインターネットの重要性は BtoB 企業
に潜在顧客を獲得するためにデジタル・コンテンツを創造する動機付けとなっており，
この傾向はコンテンツ・マーケティングという新しいパラダイムを生み出している




る(Holliman and Rowley2014)。 




れは，これまで BtoBtoC で顧客を紹介してもらっていたものが，BtoC で直接顧客につ




運営をすることで BtoC から直接顧客獲得を図ることを可能にした。 
 
第一項 Google における検索アルゴリズムの変遷 






































	 弊社は埼玉県新座市に事務所がある従業員 30 名の建設機械のレンタルと解体事業
を行う建設業者である。建設機械のレンタルが東日本大震災の復興工事も落ち着き，
オリンピック需要も終われば国内需要が下火になることが予測される。そこで，解体






















90％以上(延べ数)が Google や Yahoo からの自然検索で占めている。このため，まずは
オンライン強化が望まれるが，ターゲット顧客が 50 代，60 代ということを考えると，
オフラインのタッチポイントをどのようにして持つのかが課題であると言える。 
 
図表 19 タッチポイント 
 





Google Yahoo チラシ 看板 紹介 その他
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図表 20 企業選択の理由 
 
	       (出所)弊社 HP 参考に筆者作成。 
 







































している(Kotler, Kartajaya, & Setiawan, 2016)。 
 
第一項 金魚型から蝶ネクタイ型へ 
図表 21 金魚型のカスタマージャーニー 
 






フレームワークにまとめ，あらゆる産業に適用できるようにした(Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)。 
	 図表 21 では，5A フレームワークを使うことで，産業特性を捉えたカスタマージャ
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図表 22 蝶ネクタイ型のカスタマージャーニー 
 
     (出所)コトラーのマーケティング 4.0(2017)。 
	 図表 22 では，蝶ネクタイ型のカスタマージャーニーが理想型とされる。蝶ネクタ
イ型は，完璧なブランドの重要な特性を表している。蝶ネクタイ型のカテゴリーで
                                                   














を高めるだけでなく，好奇心のレベルを最適化する必要もある(Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)。 
 
第二項 New AIDA モデル 
図表 23 New AIDA Model in the Omni-Channel Age 
 


















































確な切れ目のないシームレスで一貫性のある経験を期待する (Kotler, Kartajaya, & 
Setiawan, 2016)と主張しているため，モデルはこの New AIDA Model で説明するのが
適切であると考えられる。 
	 解体業者が BtoC の顧客とタッチポイントを持つのはこれまでであれば困難であっ











































ンと計 9 つの分類を行なって整理している(図表 24)。 
 
図表 24 CPM(コミュニケーション・ポートフォリオ・マネジメント) 
 
	   (出所)岩本(2017)。 
	  




































































































	   (出所)筆者作成。 
 
	 それに加えて，年齢，性別，解体サービス知識，インターネット・スキル，家の所有

































































図表 27 調査概要 
 
	  (出所)筆者作成。 
 
	 リッカート 5 点尺度(「当てはまる」「やや当てはまる」「どちらともいえない」「やや
当てはまらない」「当てはまらない」の 5 段階)で測定した。楽天リサーチのモニター男
性 50 代 75 名，男性 60 代 75 名，女性 50 代 75 名，女性 60 代 75 名の計 300 名に 2017




図表 28 概念と測定項目の一覧 




空き家の解体サービスを知っている 1 認知度 
空き家の解体サービスに関心がある 1 関心度 


















































































































図表 29 平均値と標準偏差 





動画コンテンツ(総合的情報) 2.15 1.29 
 46 
動画コンテンツ(直接的情報) 2.12 1.29 
動画コンテンツ(間接的情報) 2.17 1.34 
文章コンテンツ(総合的情報) 2.20 1.29 
文章コンテンツ(直接的情報) 2.18 1.28 
文章コンテンツ(間接的情報) 2.22 1.35 
対面営業(総合的情報) 1.81 1.13 
対面営業(直接的情報) 1.82 1.15 
対面営業(間接的情報) 1.81 1.15 
セミナー(総合的情報) 1.68 1.05 
セミナー(直接的情報) 1.64 1.03 
セミナー(間接的情報) 1.71 1.10 
解体サービス知識 1.73 0.96 
インターネット・スキル 2.39 1.21 
家の所有志向 3.18 0.71 
                  (出所)筆者作成。 
	                 (注)N=300。 
 
図表 30 重回帰分析の結果 
概念 認知段階 関心段階 購買意向段階 
動画コンテンツ(総合的内容) 0.12  0.34*  0.33* 
動画コンテンツ(直接的内容)  0.17 0.23 
動画コンテンツ(間接的内容)  0.16 0.08 
文章コンテンツ(総合的内容)   -0.26*   -0.04     -0.09 
文章コンテンツ(直接的内容)    -0.30  -0.29* 
文章コンテンツ(間接的内容)  0.30 0.24 
対面営業(総合的内容) 0.18 0.06  0.18* 
対面営業(直接的内容)  0.09  0.36* 
対面営業(間接的内容)  -0.05     -0.22 
セミナー(総合的内容)   -0.12  0.19*  0.11 
セミナー(直接的内容)   0.42*   0.37* 
セミナー(間接的内容)  -0.24     -0.24 
解体サービス知識  0.15* -0.08     -0.05 
インターネット・スキル 0.02 -0.04     -0.05 
家の所有志向   -0.11   -0.12*  -0.18* 
調整済み R2(総合的内容) 0.04 0.18  0.18 
調整済み R2(直接的内容・間接的内容)  0.18  0.19 
  (出所)筆者作成。 
	 (注)*p<0.05。 
 

































































   
  (出所)筆者作成。 
  (注)○は有意確率 5％以上かつ、ベータが正の値，×は有意確率 5％以上かつ、ベータが負の値。 
 
 
第 7 章 結論 
第一節 発見事項のまとめ 
	 空き家の解体ビジネスモデルの調査対象者 50 代から 60 代には，エンゲージメント









結果を学術的示唆と実践的示唆の 2 つの点から述べる。 
 
























調査の結果，空き家の解体ビジネスモデルの調査対象者 50 代から 60 代には，エンゲ
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